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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第34期

第３四半期連結
累計期間

第34期
第３四半期連結
会計期間

第33期

会計期間

自　平成21年
　　３月１日
至　平成21年
　　11月30日

自　平成21年
　　９月１日
至　平成21年
　　11月30日

自　平成20年
　  ３月１日
至　平成21年
　　２月28日

売上高 （千円) 13,780,0264,393,65418,502,478

経常利益 (千円) 496,978 114,471 413,654

四半期(当期)純利益 (千円) 280,363 65,547 202,768

純資産額 (千円) ― 5,402,8055,181,121

総資産額 (千円) ― 11,503,89110,729,965

１株当たり純資産額 (円) ― 844.70 810.15

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 43.84 10.25 31.71

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 47.0 48.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 626,549 ― 636,198

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △ 682,955 ― △ 128,715

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 338,306 ― △ 408,492

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― 735,866 453,965

従業員数 (名) ― 252 237

(注)　１　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

　また、主要な関係会社についても異動はありません。 

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成21年11月30日現在

従業員数(名) 252（248）

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成21年11月30日現在

従業員数(名) 206（196）

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は（　）内に当第３四半期会計期間の平均人員を外数で記載しておりま

す。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類 生産高(千円)

浅漬 2,114,065

その他製品 455,012

合計 2,569,077

(注) １　金額は販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 商品仕入実績

当第３四半期連結会計期間における商品仕入実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。

　

事業の種類 仕入高(千円)

青果物 274,273

漬物・その他 1,534,218

合計 1,808,492

(注) １　金額は販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

(3) 受注実績

当社グループは受注当日または翌日に製造出荷を行っておりますので、受注高及び受注残高の記載は

省略しております。
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(4） 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。
　

事業の種類 販売高(千円)

製品 　

　浅漬 2,113,494

　その他製品 448,677

計 2,562,171

商品 　

　青果物 274,260

　漬物・その他 1,557,222

計 1,831,482

合計 4,393,654

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

　

相手先

当第３四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％)

㈱セブンーイレブン・ジャパン 793,127 18.1

㈱イトーヨーカ堂 697,375 15.9

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変更等

または、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な金融危機の影響を受けた政府の緊急経済

対策等により底打ち感は見えてきたものの、完全失業率は高い数値を示し、所得の減少による先行き懸念

が強まる等、厳しい状況が続いています。 

　食品業界におきましては、個人消費の冷え込みや商品販売単価の下落傾向により、厳しい経営環境が続

いております。 

　このような状況のもと、当社グループは、全国の製造・販売拠点を活用し、量販店漬物売場や惣菜売場向

けの拡販を積極的に行いました。また、新たな取り組みとして、浅漬、キムチ等をインターネットにより販

売する「ピックルスネットショップ」の運営を開始いたしました。 

　製品面では、料理研究家相田幸二氏と共同開発した「ご飯がススム こうちゃんのキムチ!!」、新たなカ

レーの付け合わせとして「カレーに合うキャベツの甘酢漬」、地域ブランドを活用した「なまらうまい

キムチ」及び大手量販店向けのプライベートブランド商品の開発を行いました。加えて、今後の事業の柱

となる惣菜製品の商品開発にも注力してまいりました。そして、「ご飯がススム こうちゃんのキム

チ!!」などの新製品の発売にあわせてテレビＣＭ、交通広告などの宣伝活動を積極的におこないました。

　製造面では、浅漬及びキムチの製造を行っている当社の子会社株式会社彩旬館の新工場建設を開始いた

しました。 

　以上の結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高につきましては4,393百万円となりました。利

益につきましては、原料野菜価格の安定、製品原材料や工場資材などの原材料調達価格の見直しなどによ

り、営業利益108百万円、経常利益114百万円、四半期純利益65百万円となりました。 

　

（２）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて773百万円増加し、11,503百万円

となりました。これは主に現金及び預金及び土地の増加によるものであります。

　負債については、前連結会計年度末に比べて552百万円増加し、6,101百万円となりました。これは主に短

期借入金の増加によるものであります。

　純資産は前連結会計年度末に比べて221百万円増加し、5,402百万円となりました。

　

（３）キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、第２四半期連

結会計期間末に比べ124百万円増加し、735百万円となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

　営業活動によって得られた資金は182百万円となりました。収入の主な要因は税金等調整前四半期純利

益、減価償却費及び売上債権の減少であり、支出の主な要因は仕入債務の減少及び法人税等の支払額であ

ります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

　投資活動によって使用した資金は130百万円となりました。主な要因は有形固定資産の取得によるもの

です。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

　財務活動によって得られた資金は72百万円となりました。主な要因は短期借入金の純増加によるもので
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す。 

　

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及

び新たに生じた課題はありません。

　

（５）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費は61,333千円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は以下のとおりで

あります。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

会社名 所在地
事業の
種類

設備の
内容

投資額
資金調達
方法

着手年月
完成予定
年月

完成後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

㈱彩旬館
京都府
乙訓郡
大山崎町

浅漬製造 工場新設 600 109 借入金
平成21年
10月

平成22年
3月

生産能力
100％増
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 23,592,000

計 23,592,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年11月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年１月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 6,398,000 6,398,000
ジャスダック証券取

引所
単元株式数　100株

計 6,398,000 6,398,000― ―

(注)　平成20年12月29日開催の取締役会決議により、平成21年３月２日付で単元株式数を1,000株から100株に変更して

おります。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　該当事項はありません。　

　

(3) 【ライツプランの内容】

　　　該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額　　　(千
円）

資本準備金
残高
(千円)

平成21年９月１日～　
平成21年11月30日

― 6,398,000― 740,900― 707,674

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日(平成21年８月31日)に基づく株主名簿による記載をし

ております。

① 【発行済株式】

　 　 　 平成21年11月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　　　3,200　

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　6,394,300　　　　　63,943 ―

単元未満株式 普通株式　　　　500 ― ―

発行済株式総数 　　　　　6,398,000 ― ―

総株主の議決権 ― 　　　　　63,943 ―

(注)１　「単元未満株式」には、当社所有の自己株式26株が含まれております。

　　２　平成20年12月29日開催の取締役会決議により、平成21年３月２日付で単元株式数を1,000株から100株に変更　　　　　

　　　　　　しております。

　

② 【自己株式等】

　 　 平成21年11月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ピックルスコー
ポレーション

埼玉県所沢市くすのき台
3-18-3

3,200 ― 3,200 0.05

計 ― 3,200 ― 3,200 0.05

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成21年
　３月 　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月 　10月 　11月

最高(円) 315 340 320 328 384 330 324 340 334

最低(円) 271 305 292 306 305 315 311 312 314

(注)　株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、当第３四半期連結会計期間（平成21年９月１日から平成21年11月30日）及び当第３四半期連結累

計期間（平成21年３月１日から平成21年11月30日）については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に

関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令50号）附則第７条第１項第５号

のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成21年９月１

日から平成21年11月30日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年３月１日から平成21年11月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、監査法人日本橋事務所により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年11月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 735,866 453,965

受取手形及び売掛金 1,769,288 1,835,382

商品及び製品 87,199 90,428

仕掛品 27,865 24,500

原材料及び貯蔵品 146,164 114,300

繰延税金資産 46,810 47,179

その他 22,727 24,447

貸倒引当金 △2,939 △3,761

流動資産合計 2,832,982 2,586,442

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 4,969,365 4,943,535

減価償却累計額 △3,446,932 △3,333,420

建物及び構築物（純額） 1,522,432 1,610,115

機械装置及び運搬具 2,344,631 2,284,362

減価償却累計額 △1,926,883 △1,889,718

機械装置及び運搬具（純額） 417,748 394,644

土地 5,897,704 5,395,346

建設仮勘定 109,808 21,000

その他 130,617 128,886

減価償却累計額 △109,853 △104,486

その他（純額） 20,763 24,399

有形固定資産合計 7,968,457 7,445,505

無形固定資産 44,140 43,428

投資その他の資産

投資有価証券 328,801 322,102

繰延税金資産 240,668 243,335

その他 291,904 291,563

貸倒引当金 △203,063 △202,412

投資その他の資産合計 658,310 654,589

固定資産合計 8,670,908 8,143,523

資産合計 11,503,891 10,729,965
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年11月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,593,669 1,599,662

短期借入金 1,450,000 950,000

1年内返済予定の長期借入金 110,568 1,175,782

未払法人税等 117,000 101,123

賞与引当金 36,079 86,246

その他 698,017 509,046

流動負債合計 4,005,334 4,421,859

固定負債

長期借入金 1,260,210 293,136

退職給付引当金 220,306 198,925

役員退職慰労引当金 97,833 90,872

繰延税金負債 1,670 1,516

負ののれん 511,627 539,220

その他 4,103 3,314

固定負債合計 2,095,750 1,126,985

負債合計 6,101,085 5,548,844

純資産の部

株主資本

資本金 740,900 740,900

資本剰余金 669,100 669,100

利益剰余金 3,998,394 3,781,613

自己株式 △1,334 △1,334

株主資本合計 5,407,059 5,190,279

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △5,389 △9,522

評価・換算差額等合計 △5,389 △9,522

少数株主持分 1,136 364

純資産合計 5,402,805 5,181,121

負債純資産合計 11,503,891 10,729,965
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年11月30日)

売上高 13,780,026

売上原価 10,704,619

売上総利益 3,075,406

販売費及び一般管理費 ※
 2,621,411

営業利益 453,995

営業外収益

受取利息 1

受取配当金 1,765

負ののれん償却額 28,155

受取賃貸料 12,861

事業分量配当金 6,987

容器リサイクル費用返戻金 12,716

その他 13,482

営業外収益合計 75,970

営業外費用

支払利息 25,570

持分法による投資損失 7,417

営業外費用合計 32,987

経常利益 496,978

特別損失

固定資産除却損 3,535

特別損失合計 3,535

税金等調整前四半期純利益 493,443

法人税等 212,193

少数株主利益 886

四半期純利益 280,363
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年９月１日
　至 平成21年11月30日)

売上高 4,393,654

売上原価 3,408,496

売上総利益 985,157

販売費及び一般管理費 ※
 876,165

営業利益 108,991

営業外収益

受取利息 0

受取配当金 471

負ののれん償却額 9,385

受取賃貸料 5,067

その他 2,965

営業外収益合計 17,890

営業外費用

支払利息 8,056

持分法による投資損失 4,353

営業外費用合計 12,409

経常利益 114,471

特別損失

固定資産除却損 262

特別損失合計 262

税金等調整前四半期純利益 114,209

法人税等 48,694

少数株主損失（△） △33

四半期純利益 65,547
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年３月１日
　至 平成21年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 493,443

減価償却費 210,317

固定資産除却損 3,535

貸倒引当金の増減額（△は減少） △170

賞与引当金の増減額（△は減少） △50,167

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △18,800

退職給付引当金の増減額（△は減少） 21,380

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,961

負ののれん償却額 △28,155

持分法による投資損益（△は益） 7,417

受取利息及び受取配当金 △1,767

支払利息 25,570

売上債権の増減額（△は増加） 66,094

たな卸資産の増減額（△は増加） △32,001

仕入債務の増減額（△は減少） △5,992

その他 149,858

小計 847,525

利息及び配当金の受取額 2,187

利息の支払額 △27,202

法人税等の支払額 △195,960

営業活動によるキャッシュ・フロー 626,549

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △674,020

無形固定資産の取得による支出 △1,685

投資有価証券の取得による支出 △12,069

投資有価証券の売却による収入 4,500

その他 320

投資活動によるキャッシュ・フロー △682,955

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 500,000

長期借入れによる収入 1,050,000

長期借入金の返済による支出 △1,148,140

少数株主からの払込みによる収入 250

配当金の支払額 △63,803

財務活動によるキャッシュ・フロー 338,306

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 281,900

現金及び現金同等物の期首残高 453,965

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 735,866
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日)

１　連結の範囲の変更

第１四半期連結会計期間から、新たに設立した㈱札幌フレストを連結の範囲に含めております。

  第３四半期連結会計期間から、新たに設立した㈱紀州梅家を連結の範囲に含めております。 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２　会計方針の変更

（１）たな卸資産の評価に関する会計基準の適用

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号）を第

１四半期連結会計期間から適用し、商品、製品、原材料、仕掛品の評価基準については、先入先出法による原価法

から先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に、貯蔵品の評価基準については、最終

仕入原価法から最終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変更しております。 

　なお、これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。

（２）リース取引に関する会計基準の適用 

所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に

よっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計

審議会第一部会）、 平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が

平成20年４月１日以降開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになっ

たことに伴い、第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法

については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

　なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用しております。 

　これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。
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【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　たな卸資産の評価方法

たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価

切下げを行う方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日)

　税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期

純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

　なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

　

【追加情報】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日)

　有形固定資産の耐用年数の変更

　機械装置については、従来、耐用年数を７年としておりましたが、法人税法の改正を契機として見直しを行い、第

１四半期連結会計期間より改正後の法人税法に基づく耐用年数10年に変更しました。 

　これにより、従来の方法によった場合と比較して、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調

整前四半期純利益は、それぞれ23,719千円増加しております。

　

EDINET提出書類

株式会社ピックルスコーポレーション(E00512)

四半期報告書

18/24



【注記事項】

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日 
 至　平成21年11月30日)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

下記のとおりであります。

　物流費 1,303,890千円

　給与諸手当 780,018千円

　賞与引当金繰入額 29,834千円

　退職給付費用 16,728千円

　役員退職慰労引当金繰入額 6,961千円

　減価償却費 38,073千円

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日)

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

下記のとおりであります。

　物流費 432,008千円

　給与諸手当 296,367千円

　賞与引当金繰入額 △27,979千円

　退職給付費用 5,576千円

　役員退職慰労引当金繰入額 2,320千円

　減価償却費 12,898千円

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日 
 至　平成21年11月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 735,866千円

現金及び現金同等物 735,866千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成21年11月30日）及び当第３四半期連結累計期間(自　平成21年３月１日　

至　平成21年11月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 6,398,000

　

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 3,226

　

　

３　新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年５月28日
定時株主総会

普通株式 63,947 10平成21年２月28日 平成21年５月29日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　該当事項はありません。

　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日)

　当社グループは、同一セグメントに属する浅漬製品等の製造、加工、販売を行っており、当該事業以外の事

業の種類がないため該当事項はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日)

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年９月１日　至　平成21年11月30日)及び当第３四半期連結累計期

間(自　平成21年３月１日　至　平成21年11月30日)

　海外売上高がないため該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成21年11月30日)

前連結会計年度末
(平成21年２月28日)

　 　

１株当たり純資産額 844円70銭
　

　 　

１株当たり純資産額 810円15銭
　

　

２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日)

１株当たり四半期純利益 43.84円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

１株当たり四半期純利益 10.25円

　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、
潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年３月１日
至　平成21年11月30日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年９月１日
至　平成21年11月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 280,363 65,547

普通株式に係る四半期純利益(千円) 280,363 65,547

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 6,394,774 6,394,774

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年1月13日

株式会社ピックルスコーポレーション

取締役会　御中

監査法人日本橋事務所
　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　梅　　林　　邦　　彦　　印
　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　森　　岡　　健　　二　　印
　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　遠　　藤　　洋　　一　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式

会社ピックルスコーポレーションの平成21年３月１日から平成22年２月28日までの連結会計年度の第３四半

期連結会計期間(平成21年９月１日から平成21年11月30日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成21年３月

１日から平成21年11月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損

益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務

諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表

明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ピックルスコーポレーション及び連

結子会社の平成21年11月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半

期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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